
Q　
広
域
行
政
組
合
の
最
終
的
な
あ

り
方
に
つ
い
て
、
市
は
ど
の
よ
う
に

考
え
て
い
る
の
か
。

A　
当
市
は
５
つ
の
一
部
事
務
組
合

に
加
入
し
て
お
り
、
最
終
的
な
あ
り

方
と
い
う
の
は
構
成
市
町
の
考
え
方

も
あ
る
こ
と
か
ら
、
今
の
と
こ
ろ
明

Q　
生
産
性
向
上
特
別
措
置
法
案
に

お
い
て
、
市
が
固
定
資
産
税
を
最
大

で
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を
条
例
で
定
め

る
と
、
中
小
企
業
に
対
す
る
国
の
補

助
制
度
の
優
先
採
択
も
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
。
こ
の
取
り
組
み
に
対
す
る

考
え
は
。

A　
特
例
措
置
に
よ
っ
て
中
小
企
業

の
設
備
投
資
を
後
押
し
す
る
こ
と
に

な
り
、
労
働
生
産
性
の
向
上
や
賃
上

げ
環
境
の
整
備
を
図
る
意
味
で
大
変

有
効
で
す
。

　
関
係
部
局
と
協
議
し
、
取
り
組
ん

で
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

Q　
市
は
地
域
商
社
を
設
立
し
野
菜

生
産
を
拡
大
し
て
い
く
が
、
天
候
不

順
や
自
然
災
害
で
農
作
物
へ
の
被
害

が
発
生
し
、
売
り
上
げ
の
減
少
に
直

面
す
る
こ
と
も
あ
る
。

Q　
30
年
度
か
ら
米
の
直
接
支
払
交

付
金
が
無
く
な
る
中
で
、
農
家
へ
の

支
援
は
ど
う
変
わ
る
の
か
。

　
ま
た
、
大
規
模
ほ
場
整
備
事
業
を

含
め
て
、
地
域
商
社
の
具
体
的
な
立

ち
上
げ
、
経
営
方
法
は
。

A　
農
家
へ
の
直
接
支
払
交
付
金
は

な
く
な
り
ま
す
が
、
麦
・
大
豆
な
ど

の
交
付
金
は
こ
れ
ま
で
ど
お
り
で
、

水
田
で
の
野
菜
作
り
に
は
市
独
自
で

支
援
を
行
い
ま
す
。

　
地
域
商
社
で
は
、
大
規
模
ほ
場
整

備
事
業
等
に
よ
り
、
作
付
け
さ
れ
た

新
鮮
な
野
菜
が
市
内
の
小
売
店
に
並

ぶ
よ
う
な
地
域
内
中
規
模
流
通
の
仕

組
み
を
つ
く
り
、
農
家
が
安
定
収
入

を
確
保
で
き
る
こ
と
を
狙
い
と
し
て

い
ま
す
。

確
な
も
の
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
現
状
に
お
い
て
出
来
る
と
こ
ろ
か

ら
広
域
行
政
組
合
の
効
率
化
に
取
り

組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

そ
の
場
合
に
一
部
を
補
て
ん
す
る

「
収
入
保
険
制
度
」
が
31
年
１
月
か

ら
ス
タ
ー
ト
す
る
が
、
加
入
促
進
、

周
知
な
ど
の
取
り
組
み
は
。

A　
農
業
共
済
組
合
連
合
会
が
説
明

会
を
開
催
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
市
で
は
会
議
等
で
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

の
配
布
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

新
政
無
所
属
の
会

西
澤　

善
三

一 般 質 問

ＱＲコードを読み取ることで、

各議員の質問の様子を映像にて

ご覧いただけます。

　３月１２日、１４日に１９人の議員が一般質問を行いました。

質問と答弁の概要をお知らせします。また、議会ホームページ

では、インターネットによる動画配信も行っています。

広
域
行
政
の
こ
れ
か
ら
は

中
小
企
業
へ
の
支
援
を

農
家
へ
の
支
援
を

農
業
の
30
年
問
題
へ
の

対
応
は

公
明
党

竹
内　

典
子

日本共産党議員団

廣田　耕康

平成２３年の滋賀県住生活基本計画で、市町
の公営住宅の供給目標量が定められている

が、見直しされた２８年度から３７年度までの計画
で、
①市内の県営住宅の戸数の変化は。
②市営住宅の供給量の変化はあったのか。
③公営住宅の供給数は需要を満たしているのか。

①２８年度に今団地２０戸が用途廃止され、
現在４団地２７６戸となっています。

　計画期間中では、現在、大森団地で建替工事が実
施されており、戸数は４６戸から６０戸になります。
また、今堀団地１０８戸についても建て替えを検討
されていますが、戸数については決まっていません。
②２８年度当初で６５８戸を管理していましたが、
２９年度末時点では６２６戸となり、３２戸の減少
となる見込みです。
　入居可能戸数は、３８３戸が３４７戸と３６戸の
減少です。
③過去５年間の市営住宅の応募倍率は、２５年度が
５．１倍、２６年度は３．４倍、２７年度は２．３倍、
２８年度は３．４倍、２９年度は１．５倍となってい
ますが、今後、新たな建て替えが完了しますと一定
需要を満たすものと考えています。

Q

A

日本共産党議員団

山中　一志

市の補助事業で使われる三方よし商品券は、
４千万円を超え、全額が市内で使われ大きな

経済効果を発揮している。
　ところが、三方よし商品券の取扱店は市内事業所
の半分である。全事業所を対象にすれば、より大き
な経済効果が生まれるのでは。

三方よし商品券は八日市商工会議所と東近江
市商工会が発行元であるため、取扱店は両団

体の会員に限られています。
昨年から商品券の換金も商工会議所・商工会  
から市内金融機関に変わり、負担が軽減され

ている。
　また、商工会議所と商工会は、法律で「その地区
内における商工業の総合的発達を図り…」と目的が
定められ、地域で大きな役割を果たしている。商品
券の扱いを全事業所にすることは、法律で定める目
的そのものであると考える。市内全事業所で取り扱
えるよう、公平・平等にすべきでは。

全事業所を対象にしていた時もありましたが、
今後も地域内で経済が循環するよう努力して

いきたいと考えています。

Q

Q

A

A

１２月完成予定の布引斎苑

議会だより 0809 議会だより

一般質問 代表質問


